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支支支支支支支支支支支支支支支支支支支支支給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給申申申申申申申申申申申申申申申申申申申申申請請請請請請請請請請請請請請請請請請請請請受受受受受受受受受受受受受受受受受受受受受付付付付付付付付付付付付付付付付付付付付付ををををををををををををををををををををを開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開始始始始始始始始始始始始始始始始始始始始始しししししししししししししししししししししままままままままままままままままままままましししししししししししししししししししししたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたた支給申請受付を開始しました
　本町では、国の政策を受けて７月の町議会臨時会において３～５歳の幼児がいる世帯に１人当
り３万６千円を支給する内容に、町の独自策として０～２歳の幼児への拡大支給を含めた補正予
算を議決し、就学前の子育て世帯に必要な支援を行うことといたしました。
　しかし、国では政権交代により本手当の執行停止が表明されましたが、既に議会での議決事項
でもあり「町民の皆さんとの約束」であることからも町の独自財源で実施することといたしまし
たので、その内容についてお知らせいたします。
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　　子育て応援特別手当の支給対象者は、平成21年10月１日以降において「支給の範囲となる子」の属する
������とします。
　　※支給対象者には申請案内を送付しています。
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　　特別手当の対象範囲は、�������	
��
������	������
����������で、次
の要件のいずれかに該当する児童とします。
　　（１）�������	
��
されていること
　　（２）外国人登録原票に登録されている者のうち次に掲げる者に該当すること

①日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法
律第71号）に定める特別永住者

②出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）に定める在留資格を有して在留する者（出生
等により在留資格を有することなく在留することができる者を含み、不法滞在者及び短期滞在の在
留資格で在留する者を除く。）
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　　子育て応援特別手当は「対象の範囲となる子」１人につき３万６千円を支給します。
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　　特別手当の支給要件に該当する者が特別手当の支給を受けようと
するときは、��������	
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　　子育て応援特別手当の支給方法は、支給対象者が指定した金融機
関への口座振替とします。
　　ただし、口座振替による支給が困難な場合は申し出てください。
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